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 当小委員会・検討会は、ＬＰガス自動車のエネルギー消費効率（燃費）等について、Ｌ

Ｐガス自動車の製造事業者又は輸入事業者（以下「製造事業者等」という。）の判断の基

準となるべき事項を審議し、以下のとおり最終取りまとめを行った。 

 

 

１．対象となる範囲（別添１参照） 

 ＬＰガス乗用自動車であって、その型式について道路運送車両法（昭和２６年法律第

１８５号）第７５条第１項の型式指定を受けたもの。 

 

 

２．製造事業者等の判断の基準となるべき事項等 

 

(1)目標年度（別添２参照） 

２０１０年度（平成２２年度） 

 

(2)エネルギー消費効率（燃費）の測定方法（別添３参照） 

 １０･１５モード法により運行する場合における燃料１リットル当たりの走行距離

をキロメートルで表した数値であって、自動車の型式指定に当たり国土交通大臣が測

定した値（審査値）とする。 

  

(3)区分及び目標基準値（別添４、５参照） 

 ＬＰガス乗用自動車の製造事業者等は、目標年度に国内向けに出荷する乗用自動車に

ついて(2)により測定したエネルギー消費効率（燃費）を次の表の区分毎に出荷台数で

加重して調和平均した値が目標基準値を下回らないようにすること。 

 

区 分 

（車両重量 kg） 

～703 

 

703 

～827 

828 

～1015

1016 
～1265

1266 
～1515

1516 

～1765

1766 

～2015 

2016 

～2265

2266～

目 標 基 準 値

（km/l） 
15.9 14.1 13.5 12.0 9.8 7.9 6.7 5.9 4.8 

 

 

（参考） 

 上記の目標基準値を設定し、２０１０年度において２００１年度と同じ出荷台数比率

と仮定した場合の、２００１年度実績値からの燃費の向上率は１１．４％と見込まれる。

なお、地球温暖化大綱における自動車の燃費基準の向上に係る基準年度である１９９５

年度と比較した場合、燃費の向上率は１０．１％と見込まれる。 
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(4)表示事項 

①表示事項は以下のとおりとする。 

イ 車名及び型式 

ロ 原動機の型式及び総排気量 

ハ 車両重量 

ニ 変速機の型式及び変速段数 

ホ 燃料供給装置の形式 

ヘ 主要燃費向上対策 

ト エネルギー消費効率（燃費）（単位は km/l を用い、小数点第１位まで表示） 

チ 製造事業者等の氏名又は名称 

 

②遵守事項 

(a)①に規定する表示事項の表示は、該当するＬＰガス乗用自動車に関するカタログに

記載して行うこと。この場合、①のトに掲げる事項は、アンダーラインを引き、活

字を大きくし、文字の色を変える等特に目立つ方法を用いて表示すること。 

(b)展示に供するＬＰガス乗用自動車には、①に規定する表示事項を見やすい場所に明

瞭に表示すること。 

 

 

３．省エネルギーに向けた提言等 

 

(1) 政府の取組 

① 燃費の優れたＬＰガス乗用自動車の普及を図るため、使用者の理解及び製造事業者

等の燃費向上への取組が促進されるよう、政策的支援及び普及啓発等に努めること。 

② 判断の基準の運用に当たっては、製造事業者等の省エネルギーの努力や排出ガス規

制対策への取組その他の事情を勘案するとともに、これらの活動が目標基準値の達

成に向けた活動と整合的に進められるよう配慮すること。 

 

(2) 製造事業者等の取組 

① ＬＰガス乗用自動車の燃費向上のための技術開発を推進し、燃費の優れた乗用自動

車の開発に努めること。 

② 燃費の優れたＬＰガス乗用自動車の普及を図るため、「省エネルギーラベル」導入の

検討を含め、使用者が燃費の優れたＬＰガス乗用自動車の選択に資するよう適切な

情報提供に努めること。 

 

(3) 使用者の取組 

 燃費の優れたＬＰガス乗用自動車の選択に努めるとともに、ＬＰガス乗用自動車の

適切かつ効率的な使用により省エネルギーを図るよう努めること。 
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４．検討の経緯等 

 

(1) 小委員会・検討会の開催の経緯（別添６参照） 

(2) 委員名簿（別添７参照） 
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別添 １

 

対象となるべき範囲の考え方 

 

 

 道路運送車両法に基づく型式指定を受けた乗用自動車とする。 

 

 現在、エネルギーの使用の合理化に関する法律（以下「省エネ法」という。）に基づ

く燃費基準の対象となっているガソリン自動車及びディーゼル自動車については、道路

運送車両法第７５条第１項に基づく型式指定を受けた乗用自動車及び車両総重量２．５

トン以下の貨物自動車が対象となっている。このため、ＬＰガス自動車の対象範囲につ

いても、道路運送車両法に基づく型式を受けた自動車とする。 

ただし、ＬＰガス自動車においては、現在のところ型式指定を受けた貨物自動車が存

在しないことから、今回は乗用自動車のみを対象とする。なお、貨物自動車については、

将来的に型式指定を受けるようになった段階で検討することとする。（因みに、２００

１年度において、ＬＰガス自動車（乗用自動車及び貨物自動車）の総出荷台数は約３８，

０００台であり、そのうち約３４，０００台が型式指定車となっており、全体の約９０％

を占める。） 

また、改造車については、今後、省エネ法における改造事業者に係る責任の明確化等

を含め、その扱いにつき慎重に検討することとする。 
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別添 ２ 

 

目標年度の考え方 

 

 

 目標基準値達成の目標年度は２０１０年度（平成２２年度）とする。 

 

 地球温暖化対策の観点から、京都議定書における第１約束期間（２００８年から２０

１２年）までに目標基準値を達成したＬＰガス乗用自動車が十分普及することが肝要で

あり、可及的短期間で目標基準が達成されることが望ましい。 

 他方で、ガソリン乗用自動車と同様、ＬＰガス乗用自動車の燃費の大幅な向上は、モ

デルチェンジ（新しいエンジンの搭載、新しい車体構造の採用等を行ったニューモデル

の投入）の際に行われることが一般的であり、ＬＰガス乗用自動車のモデルチェンジの

サイクルは、ＬＰガス乗用自動車の用途の大半がタクシーであることから、通常の乗用

自動車と比べ、長期化する傾向にある。このため、目標年度までに少なくとも１回のモ

デルチェンジの機会が得られるよう、通常の乗用自動車のモデルチェンジのサイクルで

ある４～５年より長めに設定するよう配慮する必要がある。 

 以上を踏まえて、ＬＰガス乗用自動車の目標基準値達成の目標年度は２０１０年度と

することとした。 
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別添 ３

 

エネルギー消費効率（燃費）の測定方法の考え方 

 

 

 １０・１５モード法とする。 

 

 道路運送車両の保安基準（昭和２６年運輸省令第６７号）第３１条第２項に規定する 

１０・１５モード法は、日本の大都市地域内の走行実態調査を基に都市内高速道路の整

備、渋滞等の都市内走行実態を反映したものであり、現在、ＬＰガス自動車の排出ガス

測定においても当該モード法が採用されている。 

 また、現在、省エネ法の対象となっているガソリン自動車及びディーゼル自動車のエ

ネルギー消費効率（燃費）の測定においても、１０・１５モード法を採用している。 

 以上のことから、ＬＰガス乗用自動車のエネルギー消費効率（燃費）の測定について

は、１０・１５モード法を採用することとした。また、ＬＰガス乗用自動車のエネルギ

ー消費効率（燃費）は、１０・１５モード法により運行する場合における燃料１リット

ル当たりの走行距離をキロメートルで表した数値であって、自動車の型式指定に当たり

国土交通大臣が測定した値（審査値）とすることが適当である。 
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【道路運送車両の保安基準第31条の規定に基づく１０・１５モード概略図】

9 10 13
70 7

3 4 14
50 7 8 10 8 12

11
30 3 4 5 6

10 9

1 2 5 6 1 2 15
660（秒)

第１ｻｲｸﾙ 第２ｻｲｸﾙ 第３ｻｲｸﾙ 高速パターン

図中 速 度 時間（秒） 図中 速 度 時間（秒）
番号 番号

１ アイドリング ２０ １ アイドリング ６５

２ 加速 ７ ２ 加速 １８
０→２０km/h ０→５０km/h

３ 一定速 １５ ３ 一定速 １２
２０km/h ５０km/h

４ 減速 ７ ４ 減速 ４
２０→０km/h ５０→４０

５ アイドリング １６ ５ 一定速 ４
４０km/h

６ 加速 １４ ６ 加速 １６
０→４０km/h ４０→６０

７ 一定速 １５ ７ 一定速 １０
４０km/h ６０km/h

８ 減速 １０ ８ 加速 １１
４０→２０ ６０→７０

９ 一定速 ２ ９ 一定速 １０
２０km/h ７０km/h
加速 １２
２０→４０

１０ 減速 １０ １０ 減速 １０
４０→２０ ７０→５０
減速 ７
２０→０km/h

【市街地パターン】 １１ 一定速 ４
５０km/h

１２ 加速 ２２
５０→７０

１３ 一定速 ５
７０km/h

１４ 減速 ２０
７０→３０
減速 １０
３０→０

１５ アイドリング １０

【高速パターン】

（注） 10・15モード法：日本の都市交通の走行実態を反映させたもので、シャシダイナモメータ上でこのモ

ードに沿って自動車を走らせ、排出ガスを測定するもの。10モードをサイクルに15モード１サイクルを加

えた４サイクルで測定。
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別添 ４

 

目標基準値設定のための区分の考え方 

 

 

排出ガス測定と共通の等価慣性重量による区分設定とする。 

 

（１）燃費は車両重量と相関があり、目標基準値の区分設定の指標は車両重量とすること

が適当である。 

（２）道路運送車両法第７５条に基づく型式指定の審査の際に実施する排出ガス測定は、

等価慣性重量を用いシャシダイナモメータに自動車を載せ、その上を走行させるこ

とにより測定している。排出ガス測定と共通の区分を採用することにより、排出ガ

スと燃費が同時に評価することができ効果的な環境対策を行うことが可能である

とともに、排ガスと燃費とを同時に測定することによって製造事業者等の負担軽減

を図ることも可能である。 

（３）なお、既に省エネ法に基づくエネルギー消費効率（燃費）基準の対象となっている

ガソリン自動車及びディーゼル自動車についても排出ガス測定と共通の等価慣性

重量による区分設定となっている。 

 

 以上を踏まえて、ＬＰガス乗用自動車の目標基準値設定のための区分については、排

出ガス測定と共通の等価慣性重量による区分とする。 
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【車両重量、試験自動車重量及び等価慣性重量の関係】 

 

車両重量(kg) 試験自動車重量(kg) 等価慣性重量の標準値(kg)

     ～ 452 

      453～ 577 

       578～ 702 

       703～ 827 

       828～1015 

      1016～1265 

      1266～1515 

      1516～1765 

      1766～2015 

      2016～2265 

      2266～2515 

      2516～2765 

      2766～3140 

  以下 500kg とび   

     ～ 562 

      563～ 687 

       688～ 812 

       813～ 937 

       938～1125 

      1126～1375 

      1376～1625 

      1626～1875 

      1876～2125 

      2126～2375 

      2376～2625 

      2626～2875 

      2876～3250 

  以下 500kg とび 

      500 

      625 

      750 

      875 

     1000 

     1250 

     1500 

     1750 

     2000 

     2250 

     2500 

     2750 

     3000 

   以下 500kg とび 

試験自動車重量＝車両重量(kg)＋110(kg) 
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（参考）等価慣性重量について 

 

 排出ガス測定を試験室で行う場合、実路を再現する方法として、シャシダイナモメー

タを使用するが、その際自動車の重量による慣性を再現するため、フライホイールを使

用している。使用するフライホイールは、測定する自動車の車両重量の範囲に応じて数

種類の重量が設定されている。その設定されているフライホールの重量を等価慣性重量

という。 

 

 法令上は、「道路運送車両の保安基準の一部改正に伴う技術基準の制定について」

（旧運輸省自動車局長通達（自車第 899 号の２ 昭和 58 年 10 月１日））における別添

24 ガソリン自動車 10･15 モード排出ガス測定の技術基準の規定に基づく。 
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別添 ５

 

目標基準値設定の考え方 

 

 

(1)型式指定自動車が存在する車両重量１２６６～１５１５kg（等価慣性重量１５００

kg）区分のＬＰガス乗用自動車の目標基準値については、現在市販されている最も

燃費の良い乗用自動車（トップランナー車）に着目し、技術改善等による燃費向上、

排出ガス規制等による燃費に与える影響及び燃料特性を考慮する。 

(2)目標基準値を設定する際は自動変速機付自動車（ＡＴ車）と手動変速機付自動車（Ｍ

Ｔ車）を区分せず、ＡＴ車の燃費をベースとして策定することとし、ＭＴ車につい

ては目標年度における導入比率を考慮の上、目標基準値の向上要因として考慮する。 

(3)型式指定自動車が存在しないその他の車両重量区分については、車両重量１２６６

～１５１５kg 区分の目標基準値を基に、ガソリン乗用自動車における目標基準値を

勘案してその目標基準値を設定する。 

 

 【ＬＰガス乗用自動車の目標基準値】 

区分 

（車両重量 kg） 

～702 703 

～827 

828 

～1015

1016 
～1265

1266 
～1515

1516 

～1765

1766 

～2015 

2016 

～2265

2266～

目 標 基 準 値

（km/l） 
15.9 14.1 13.5 12.0 9.8 7.9 6.7 5.9 4.8 

  
 
 
１．型式指定自動車が存在する区分における目標基準値設定について 

現在、ＬＰガス自動車で型式指定を受けている車種は、車両重量１２６６～１５１５

kg（等価慣性重量１５００kg）区分の乗用自動車のみであり、当該区分における目標基

準値は、トップランナー方式の考え方に基づき、現在市販されている最も燃費の良い乗

用自動車に着目し、技術改善等による燃費向上、排出ガス規制等による燃費に与える影

響及び燃料特性を勘案して決定した。 

 

(1) 燃費向上要因について 

ガソリン乗用自動車の基準設定時に考慮した技術とその燃費向上率見込みを踏ま

え、ＬＰガス乗用車の特性等について製造事業者等からヒアリングを行い設定された

ＬＰガス乗用自動車における燃費向上技術と燃費向上率は次のとおりである。ただし、

これらの技術は全ての車種に直ちに適用できるものではなく、目標基準値の設定に当

たっては将来の導入率も併せて見込むこととした。 
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 燃費向上

率（％） 

導入率 

（％） 

目 標 基 準

値 へ の 反

映（％） 

 

試算の考え方等 

 

燃費向上要因    ８.８  

①エンジンの改良    ５.４  

４バルブ化・ 

燃焼室改良 

 １.５ 

 

１００   １.５ ガソリン車の目標基準値策定の際の燃
費向上予測を踏まえ、現在のＬＰＧ車

へ適用した場合の最大の予測値を採

用。 

可変バルブタ

イミング 

 ０.５ 

 

１００   ０.５ ＬＰＧ車には既に技術の一部が導入さ
れおり、その前提での最大値を採用。

電子制御燃料

噴射装置 

 ２.０ 

 

１００   ２.０ ガソリン車の目標基準値策定の際の燃
費向上予測を踏まえ、ＡＴ車のＬＰＧ

車における最大値を採用。 

 

アイドル回転

数低下 

 

 １.５  ９０   １.４ 現在のＬＰＧ車で想定される最大値を
採用。アイドリングストップ装置と両

立できない技術であることを踏まえて

導入率を設定。 

②空気抵抗の低減 ０.５ 

 

１００  ０.５ 

 

ガソリン車は最大１％程度燃費改善可

能であるが、ＬＰＧ車はタクシー車両

として利用の制約があること等から、

０.５％を採用。 

③駆動系損失の低 

 減等 

  １.０  

ＡＴの改良 

 

 ０.５ 

 

 

１００   ０.５ 現在のトップランナー車には既に技術
の一部が導入されており、その前提で

の最大値を採用。 

 

ハイギア化 

 

 １.０  ５０   ０.５ 現状のＬＰＧ車のデフ比を１ランク下
げたと仮定して向上率を設定。ただし、

当該技術を導入しても燃費改善効果が

ない車が半数程度あることから、導入

率を５０％に設定。 

④その他向上技術   ０.９  

 アイドリング

ストップ装置 

 ９.０  １０   ０.９ 燃費向上率は実測値。現在のＬＰＧ車
における装置の導入率は１％未満。２

０１０年度までに、最大１０％程度の

導入を見込む。 

 

⑤ＭＴ車投入によ 

 る燃費向上 

１０.０  １０  １.０ 後述２．のＭＴ車の普及見通しを踏ま
え、２０１０年には最大で１０％程度

と想定。 

燃費悪化要因   ▲３.０  

①新長期排出ガス 

 規制対応 

▲２.５ 

 

１００  ▲２.５

 

現在のトップランナー車には既に燃費

悪化を抑える技術の一部が導入されて

おり、その前提での最小値を採用。 

 

②安全対応 ▲０.５ １００  ▲０.５ 今後予想される歩行者保護規制やオフ
セット正面衝突規制対応の燃費悪化を

考慮し、その前提での最小値を採用。

    計    ５.８  
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 なお、ガソリン乗用自動車の目標基準値策定の際に燃費向上要因として採用された

が、今回、ＬＰガス乗用自動車の基準策定には採用しなかった技術は以下のようなも

のがある。 

① 直噴エンジンは、ＬＰガスの沸点が常温に近く、確実に液体又は気体のどち

らかに維持することが難しいという燃料の特性により、種々の条件において、

燃焼室内で成層状態の安定した混合気を形成することが困難となることから、

ＬＰガスエンジンへの適用への見通しは立っていない。 

② フリクション低減は、４バルブ化や可変バルブタイミングを採用した場合に

は単独での燃費向上効果は見込まれない。 

③ 車体への軽量材料の採用は、タクシーが通常のガソリン乗用自動車の数倍以

上である５０万 km 以上の耐久性・信頼性が求められる点に鑑みれば、軽量合

金や樹脂材料については、５０万 km レベルの耐久性・信頼性の確保の見通し

は立っておらず、またコスト面の制約からも、ＬＰガス乗用自動車への適用

は困難である。 

④ シャシ軽量駆動機構の採用は、５０万 km レベルの耐久性・信頼性の確保の見

通しが立っていないこと、整備が通常のタクシー車両より手間がかかり、ユ

ーザーに受け入れられる可能性が低いこと、更には、現在タクシーではＦＦ

車のニーズがないこと等を勘案すれば、ＬＰガス自動車への適用は困難であ

る。 

⑤ 低ころがり抵抗タイヤの採用は、走行距離の長いＬＰガス乗用車にとって、

タイヤの性能としては強度面、摩耗面での耐久性の確保とコストが最も重視

される要素であるものの、タクシーの耐久性・信頼性に耐え得る低ころがり

抵抗を狙った材質面、構造面の改良は困難である。 

⑥ ＡＴロックアップ領域の拡大（ガソリン乗用車で利用されているフレックス

ロックアップシステム）については、ロックアップクラッチの５０万 km レベ

ルの耐久性の確保の見通しが立っておらず、ＬＰガス自動車への適用は困難

である。 

⑦ 自動無断変速機（ＣＶＴ）の採用は、金属ベルトの耐久性の面から、５０万

km レベルの耐久性の確保の見通しが立っておらず、ＬＰガス自動車への適用

は困難である。 

⑧ 電動パワーステアリングの採用は、軽量の自動車以外にも適用可能な新しい

機構の電動パワーステアリングシステムについて、５０万 km レベルの耐久

性・信頼性の確保の見通しが立っておらず、ＬＰガス自動車への適用は困難

である。 

⑨ Ａ／Ｆフィードバック三元触媒、電子点火装置、高圧縮比、ＯＨＣ化につい

ては、既に現行のＬＰガス乗用自動車におけるトップランナー車に採用され

ている技術であることから、今後のＬＰガス乗用自動車の燃費向上要因には

盛り込まないこととする。 
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 (2)燃費影響要因について 

①排出ガス規制への対応 

 ２００５年に予定されている排出ガス規制（新長期排出ガス規制）に対応する

ためには、ＮＯｘ低減を目的とした点火時期の再適合等による燃焼悪化や、触媒

の改良（容量の増加等）による背圧の上昇に伴なう燃費悪化の影響を考慮する。 

②安全規制等への対応 

  今後予想される歩行者保護規制やオフセット正面衝突規制対応のための重量

増加による燃費悪化を考慮する。 

 

 以上を踏まえると、車両重量１２６６～１５１５ kg（等価慣性重量１５００kg）区
分の乗用自動車の目標基準値は９．８km/l となる。 

 

【車両重量１２６６～１５１５ kg 区分の目標基準値】 

 

6.0

7.0

8.0

9.0

10.0

11.0

12.0

13.0

14.0

1,100 1,300 1,500 1,700

車両重量（ｋｇ）

燃
費
（
km
/
l）

ＭＴ車 ＡＴ車

9.8
9.3
+5.8%



 15

 

２．ＡＴ車とＭＴ車の取扱いについて 

 今後、ＬＰガス乗用自動車については、ＭＴ車の比率は低減していくことが見込まれ

ることから、ＬＰガス乗用自動車の目標基準値についてはＡＴ車とＭＴ車を区分せず、

ＡＴ車のエネルギー消費効率（燃費）をベースとして策定することとし、ＭＴ車につい

ては目標年度における導入比率を考慮の上、目標基準値の向上要因として考慮すること

とする。 

 

【ＬＰガス乗用自動車のＭＴ比率の見通し】 

 

 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02

年度

Ｍ
Ｔ
比
率

ＬＰガス乗用自動車 ガソリン乗用自動車

03 04 05 06 07 08 09 10

26.6%

6%程度

6.3%

25.2%

ガソリン車の推移から推定



 16

３．型式指定自動車の存在しない区分における目標基準値設定について 

 現在型式指定自動車が存在しない区分おいて、型式指定自動車が存在することとなる

可能性が比較的高いと考えられるものについては、現在型式指定自動車が存在しない区

分についても目標基準値を設定することが適当である。 

 また、ＬＰガス乗用自動車の基本的な構造、燃費向上技術等については、使用する燃

料の違いはあるもののガソリン乗用自動車と概ね類似しているため、目下、型式指定自

動車が存在しないＬＰガス乗用自動車の車両重量区分の目標基準値については、同一の

車両重量区分におけるガソリン乗用自動車の目標基準値から算出することが適当であ

る。具体的には、以下の式に示されるとおり、ＬＰガス乗用自動車の型式指定自動車が

存在する車両重量１２６６～１５１５kg 区分の目標基準値と、同一の車両区分（車両

重量１２６６～１５１５kg）におけるガソリン乗用自動車の目標基準値をＬＰガスに熱

量換算した値との対比により算出することとする。 

 
                         ９．８（車両重量 1266～1515kg のＬＰガス乗用自動車の目標基準値） 
各々の区分の目標基準値＝ Ａ× 

１０．２（車両重量 1266～1515kg のガソリン乗用自動車の目標基準値をＬＰガ

スに熱量換算した値） 

 

ただし、Ａ：各々の区分のガソリン乗用車の目標基準値をＬＰガスに熱量換算した値 

 以上の結果、ＬＰガス乗用自動車の目標基準値を以下のとおり設定する。 

 

ＬＰガス乗用自動車の目標基準値 

区分 

（車両重量 kg） 

～702 703 

～827 

828 

～1015

1016 

～1265

1266 

～1515

1516 

～1765

1766 

～2015 

2016 

～2265

2266

～ 

目標基準値（km/l） 15.9 14.1 13.5 12.0 9.8 7.9 6.7 5.9 4.8 

1 k m 走行当たりの C O 2 排出量 

(g-CO2/km) 

104 118 123 138 169 210 247 281 345 

 

（参考）ガソリン乗用自動車の目標基準値 

区 分 

（車両重量 kg） 

～702 703 

～827 

828 

～1015

1016 

～1265 

1266 

～1515 

1516 

～1765 

1766 

～2015 

2016 

～2265 

2266 

～ 

目標基準値（km/l） 21.2 18.8 17.9 16.0 13.0 10.5 8.9 7.8 6.4 

ＬＰガス発熱量換算（km/l） 16.6 14.7 14.0 12.5 10.2 8.2 7.0 6.1 5.0 

二酸化炭素等価換算（km/l） 15.1 13.4 12.8 11.4 9.3 7.5 6.4 5.6 4.6 

1 k m 走行当たりの CO 2 排出量  

(g-CO2/km) 

109 123 130 145 179 221 261 298 363 

 （注１）ＬＰガス発熱量換算＝０.７８２×ガソリン乗用自動車の目標基準値 
 （注２）二酸化炭素等価換算＝０.７１４×ガソリン乗用自動車の目標基準値 
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ＬＰガス乗用車の目標基準値とガソリン車基準換算値
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（参考１） 

 

エネルギー消費効率（燃費）の改善に関する試算 

 

 

ＬＰガス乗用自動車の目標基準値の導入に伴い、２００１年度実績値及び２０１０年度

推定値から試算したエネルギー消費効率（燃費）の向上率は、以下のとおり試算される。 

 

２００１年度実績値 ２０１０年度推定値 向上率 

８．８km/l ９．８km/l １１．４％ 

 

ただし、前提条件として、２０１０年度における出荷台数及び構成は２００１年度と同

じとした。なお、地球温暖化大綱における自動車の燃費基準の向上に係る基準年度である

１９９５年度実績値（８．９km/l）と２０１０年度推定値を同様な方法で比較した場合、

燃費の向上率は１０．１％と試算される。 
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（参考２） 

 

ＬＰガス自動車の技術動向及び省エネルギー技術の現状と今後の見通し 

 

１．技術動向 

 ＬＰガス自動車は、歴史的にはガソリン自動車を改造する形で導入された。当初、Ｌ

Ｐガス自動車が導入されたタクシーにおいては、燃料ボンベからのＬＰガスがベーパラ

イザーで気化され、気化器の代わりに取り付けられたミキサーでエンジン内へ供給され

る方式が採用されていた。その後、排出ガス規制の強化に伴い、三元触媒を採用するた

めに電子制御による燃料供給の精密制御が求められ、フィードバック制御付ミキサー方

式へと切り替わってきた。 

 今後は、排出ガス規制の更なる強化へ対応するための空燃比のきめ細かな制御、充填

効率や燃費の向上のために、電子制御燃料噴射装置（ＭＰＩ）が開発、導入される方向

である。また、１９９９年の高圧ガス保安法の改正により、自動車は同法の規制の対象

外となったことから、気体噴射方式よりも加圧して液体の状態で噴射する方式が主流に

なるものと予想される。これにより、すでに広く採用されているガソリン車用と同様の

方式のＭＰＩの利用が可能になり、一層の燃費向上と排出ガスの低減に寄与するものと

予想される。 

 

２．省エネルギー技術の現状と今後の見通しについて 

燃費向上のための、エネルギーの有効利用あるいは効率向上の対応策として、車両

全体では、 

・エンジンの効率向上 

・走行抵抗の低減（空気抵抗低減等）、 

・駆動系損失の低減（トランスミッションの伝達効率向上等）、 

・車両軽量化の推進 

等が挙げられる。 

しかし一方では、ＬＰガス自動車の構造・装置については、事故の防止、事故時の

被害軽減等のため今後も安全基準の強化等が図られることが予想される。また、大気汚

染の防止、沿道騒音の低減等のため、自動車の排出ガス及び騒音等に関する公害防止規

制の強化も順次講じられることが予定されている。これらに対応するための技術の中に

は、その採用により車両重量の増加、消費エネルギーの増大等を伴うものや、燃費向上

に直接的に関係するエンジンの燃焼技術とは両立が困難なものがある。 

したがって、ＬＰガス自動車の燃費基準の策定・改正に当たっては、自動車の安全

確保、公害防止等のために必要な技術の採用が適切に講じられるよう配慮する必要があ

る。 
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 (１)エンジン改良による主な燃費向上の要因について 

   エンジンでの燃費向上要因の主なものは、以下のとおりである。 

   ①ポンプ損失の低減 

 混合気等をエンジンに吸入する際には、負の仕事をする（ポンプ損失）。    

このポンプ損失を低減するには、可変動弁機構での吸排気弁開閉時期の最適化等

が有効な手段となる。 

   ②熱効率の向上 

 高圧縮比化、燃焼の改善等によりエンジンの熱効率が向上する。４バルブ化、

燃焼の改善のための燃焼室形状の改善等が採用されている。 

 

 (２)主な燃費向上技術について 

①バルブコントロールシステム 

   (a)４バルブ化・燃焼室改良 

 ４バルブ化とは、吸気を２弁、排気を２弁に増やし、混合気や排気ガスの通

路を広くすることによって、体積効率が上がり、ポンピング損失が低減すると

ともに、燃焼室の点火位置が中央になることから、燃焼改善につながる。同時

に、燃焼室の形状等の改良を行うことで、燃焼を早くして熱効率を上げたり、

ノッキングを抑制して、最適な点火時期を確保する。 

    (b)可変バルブタイミング 

 吸気弁と排気弁の開閉時期を可変にすることにより、各種運転条件に応じて

最適の開閉時期に制御するシステム。高速回転域では高出力を得る一方、低・

中速回転域ではトルクを上げ、ギア比との組合せで、燃費を向上させる。また、

ＥＧＲ（排気再循環）量を増やしてポンピング損失を低減して燃費を向上する。 

                         ●４バルブ燃焼室 

 

②電子制御燃料噴射装置（ＭＰＩ） 

液体や気体状態の燃料を各気筒毎に噴射して、精密な燃料制御を可能にするシス

テム。充填効率の向上による出力向上や、減速時の燃料カット域の拡大、燃料の気



 21

筒間分配性の改善によって燃費の向上を図ることができる。 

 

③アイドル回転数低下 

アイドリング時の回転数を低下させることによって、燃料消費量を低減させる技

術であり、安定した回転を確保するために、燃焼改善、燃料の精密な制御や、振動

対策等が必要である。 

④空気抵抗低減 

車体形状の改良等によって空気抵抗を低減し、燃費を向上させる。 

⑤ＡＴの改良（含む電子技術化） 

 ＡＴについて、トルクコンバータ（流体を用いてトルクを変換する動力伝達装置）

の効率向上、電子制御化による最適シフト制御、ロックアップ（直結）域の拡大等

により、燃費が向上する。 

⑥ハイギア化 

 エンジンの出力向上を図る際、デフ等のギア比を小さくし、使用するエンジンの

回転数を低下させることによって、エンジンのフリクションを低減させて燃費を向

上させるもの。ただし、エンジンの最適燃費率領域との関係や、走行性能との関係

で最適点が存在し、燃費向上効果がない車種もある。 

⑦アイドリングストップ装置 

車両の停止時に自動的にエンジンのアイドリング運転を停止し、発進時に自動的

にエンジンを再始動させるシステムであり、実走行燃費の向上を図ることができる。 

 

 (３)目標基準値策定の際に留意すべき要因について 

  ①排出ガス規制への対応 

２００５年に予定されている排出ガス規制（新長期排出ガス規制）に対応するた

めには、ＮＯｘ低減を目的とした点火時期の再適合等による燃焼悪化や、触媒の改

LPG電子制御燃料噴射システム（液体噴射）

ｻｰｼﾞﾀﾝｸエアクリーナ

ＥＣＵ

点火コイル

液噴用ｲﾝｼﾞｪｸ

Ｅ

Ｆ

フューエルポンプ

遮断弁

ﾌﾟﾚｯｼｬｰﾚｷﾞｭﾚｰﾀ

燃料容器

遮断弁
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良（容量の増加等）による背圧の上昇に伴ない燃費への影響が不可避となる。また、

タクシーとして使われる場合は、耐久距離（８万 km）以上の長距離を走行するので、

これに対応して触媒の信頼耐久性に十分配慮する必要がある。 

  ②安全規制等への対応 

歩行者保護規制やオフセット正面衝突規制対応のために車両重量が増加し、燃

費に影響が生じることとなる。 

 

（４）ガソリン乗用自動車の目標基準値策定の際に燃費向上要因として採用された技術

であるが、ＬＰガス乗用自動車の燃費向上要因として見込まない技術について 

① 直噴エンジン 

 シリンダー（筒内）に直接燃料を噴射させるエンジン。燃費性能を良くするた

めに混合気を成層化して燃焼させることによりリーンバーンエンジンより更に

薄い混合気を使用するものであり、混合気４０～５０：１程度までの超希薄領域

を使用する。 

② フリクション低減 

ピストン、クランクや動弁系などの摺動部分の摩擦損失を減らして燃費の向

上を図る技術。ピストンリングの張力を低減したり、摺動面を小さくする方策が

考えられるが、耐久性等が背反事項となる。他方、４バルブ化や可変バルブタイ

ミング技術等を採用した場合には、フリクションが増加するため、単独での燃費

向上効果は見込まれない。 

③ 車体への軽量材料の採用 

軽量合金や樹脂材料等の軽量材料を採用し、車両全体の軽量化することによ

って、燃費を向上させる。 

④ シャシ軽量駆動機構の採用 

フロントエンジン・フロントドライブ（ＦＦ）機構を採用することによって

車体を貫通するプロペラシャフトが不要になり、その分軽量化できることから、

燃費改善に繋がる。 

⑤ 低ころがり抵抗タイヤの採用 

材質面、構造面の改良によりタイヤのころがり抵抗係数を小さくして、走行

抵抗を低減し燃費の向上を図る。 

⑥ ＡＴロックアップ領域の拡大 

トルクコンバータの入出力軸を必要に応じて直結し、滑り損失を回避するた

めに、ロックアップクラッチを備えつけた変速機において、きめ細かい制御でロ

ックアップクラッチに微小な滑りを与えること（フレックスロックアップ）によ

ってロックアップ領域を拡大し、燃費の向上を図る。 

⑦ 自動無断変速機（ＣＶＴ）の採用 

ベルト駆動によりスリップロスを低減するとともに、無段階でエンジンの最

良燃費領域を有効に利用することを可能にしたオートマチックトランスミッシ



 23

ョン。走行状態に合わせた最適な変速比が設定され、燃費消費率の向上が図られ

る。 

⑧ 電動パワーステアリングの採用 

従来はエンジンの動力によって油圧ポンプを常に作動させていたが、電動化

により必要な時のみエネルギーを消費するような制御が可能となり、燃費が向上

する。 

⑨ Ａ／Ｆフィードバック三元触媒 

排気中の酸素濃度をＯ２センサーによって検知し、そのフィードバックによっ

て、燃料量を制御し、理論空燃比に精密に制御するシステム。 

⑩ 電子点火装置 

運転状態に応じた最適な点火時期への設定が可能となり、燃費が向上。電子

点火装置の中でも、特にノックコントロールシステムは、ノックセンサーによっ

てノッキングの発生を検知して点火時期を制御するもので、高圧縮比・最適点火

時期での運転を可能とする。 

⑪ 高圧縮比 

圧縮比を上げることによって、理論的な熱効率が向上する。他方、ノッキン

グなどの異常燃焼を防止するため、燃焼室の改善や、オクタン価の高い燃料を使

用する必要がある。 

⑫ ＯＨＣ化 

カムシャフトをシリンダヘッド部分に位置させバルブを開閉させる機構であ

り、従来のシリンダブロック部分にカムシャフトが位置するＯＨＶ方式に比べ、

高回転・高出力化を図ることが可能になることから、同出力での低排気量化によ

り燃費が向上することとなる。 
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別添 ６

 

総合資源エネルギー調査会省エネルギー基準部会自動車判断基準小委員会・ 

ＬＰガス自動車燃費基準検討会 

開催経緯 

 

 

第１回小委員会・検討会（平成１４年９月１０日） 

・小委員会の設置について 

・判断基準の策定・改定に関する基本的考え方について 

・ＬＰガス自動車の現状について 

・対象範囲について 

 

第２回小委員会・検討会（平成１４年１１月１２日） 

・対象範囲について 

・エネルギー消費効率及びその測定方法について 

・目標基準値設定のための区分について 

・目標基準値及び目標年度について 

 

第３回小委員会・検討会（平成１４年１２月１１日） 

・目標基準値について 

・表示について 

・中間取りまとめ 

 

 中間取りまとめに対するパブリックコメントの募集（平成１４年１２月２５日） 

 

第４回小委員会・検討会（平成１５年２月１８日） 

・最終取りまとめ 



 25

 

別添 ７

 

総合資源エネルギー調査会省エネルギー基準部会自動車判断基準小委員会・ 

ＬＰガス自動車燃費基準検討会 

委員名簿 

 

 

委員長  池上  詢  福井工業大学工学部教授 
 
委 員 大寺 憲正  財団法人省エネルギーセンター常務理事 
 

小高 松男  独立行政法人交通安全環境研究所環境エネルギー部長 
 

神本 武征  東海大学工学部教授 
 
北村 博文  社団法人全国乗用自動車連合会車両資材委員長 
 
小畠 一孝  社団法人日本自動車車体工業会副会長 
 
齊藤 敬三  独立行政法人産業技術総合研究所産学官連携部門産学

官連携コーディネーター 
 
鈴木 成正  社団法人全日本トラック協会理事 
 
鈴木 孝男  社団法人日本自動車工業会副会長・専務理事 
 
大聖 泰弘  早稲田大学理工学部教授 
 
福間 康浩  財団法人日本自動車研究所理事 
 
松波 正壽  社団法人日本自動車連盟専務理事 
 
脇山  俊  日本自動車輸入組合専務理事 

 

 


